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～第 208 通常国会 安保破棄中実委･中央社保協･国民大運動主催 3.9 定例国会行動～ 

 

三者共催による第4回目の定例国会行動は、

3 月 9 日、全日本民医連の宮澤洋子常駐理事

による司会のもとでおこなわれ、95 人が参加

しました。過去最大の軍事費を計上する2022

年度予算案は 2 月 22 日に衆議院を通過し、

参議院予算委員会で集中審議がおこなわれて

います。政府は「防衛装備移転三原則」に基づ

き、自衛隊保有の防弾チョッキをウクライナに

送ることを決めました。さらなる運用の拡大を

求める声もあがり、歯止めがなくなるのではと懸念もされています。参加者はロシアによるウクライナへの

侵略に対して厳しく抗議し、農民連の藤原麻子事務局次長のコールで、国会にむかって「日本は憲法 9 条を

いかした外交努力をおこなえ！」などと拳を高く掲げました。 

 
国際紛争を解決するためには、徹底的な外交努力が必要！ 

 

反戦平和を貫き憲法 9 条を守り抜くためにも、夏の参院選で改憲勢力を少数派にしよう！ 

 

 

岸田「大軍拡・改憲」政権 反対！軍事費削ってコロナ対策にまわせ！  

 

主催者を代表して挨拶をおこなった中央社保協の住江憲勇代表委員(保団連会長)

は、ロシアのウクライナ侵略に抗議し「国際紛争を解決するには徹底的な外交努力

が必要。ここにこそ憲法 9 条の持つ先駆性がある」と強調。ロシアの核使用威嚇

発言に対しては「核兵器禁止条約を核保有国こそ署名･批准すべきだ」とし、危機

をあおって 9 条改憲、軍備増強、核共有を主張し、大企業･富裕層を優遇し社会保

障を切り捨て貧困と格差を拡大させてきた自公政権、補完勢力を厳しく批判。「夏

の参院選では市民と野党共闘の発展で国会の勢力を変えよう」とよびかけました。 

 

 

国会情勢を報告した日本共産党の吉良佳子参議院議員は、ロシアによる侵略、原発施

設への攻撃などに抗議し、衆参両院であげられたウクライナ侵略への非難決議、特に参

院では野党の主張により憲法前文の言葉を用いたことを報告。憲法審査会が毎週開か

れ、オンライン国会も憲法解釈で可能だと採決を強行したとし「緊急事態条項にもつな

がるような解釈改憲をぜったいに認める訳にはいかない」とつよく批判。「夏の参院選

では改憲勢力を少数派にし、一人ひとりのいのちと暮らしを守りぬく政治に変えよう。

そのためにも全力で奮闘する」と訴えました。 



～各組織･団体から 2 名の代表がロシアの軍事侵攻に抗議し、決意表明をおこないました～ 

公務員の労働基本権の制約は基本的人権を踏みにじるもの！ 労働基本権の回復を！ 

 

 

 

改憲･大軍拡阻止、平和の国際秩序を守れ、重税反対、この声をひろげよう！ 

                                                                               

 

一つひとつの行動を成功させ、要求を前進させよう！ 

 

 

第 208 通常国会（1/17～6/15） 今後の定例国会行動の予定 

◆ 3月11日(金)10時～12時 重税反対全国統一行動 衆議院第2第1会議室 

◆ 3月11日(金)18時～ ロシアのウクライナ侵略糾弾デモ 新宿中央公園 総がかり 

◆ 3月12日(土)13時～14時 福島を忘れない！再生可能恵エネルギーで原発ゼロの未来へ！新宿

大宣伝 新宿駅東南口広場 

◆ 3月15日(火)13時30分～ ｢水田活用交付金カット｣許さない院内学習会 衆議院第2 第8会議室 

全国食健連、農民連 

◆ 3月16日(水)14時～16時15分 沖縄県の設計変更不承認を考える学習会 衆議院第2多目的会議室 

総がかり行動/｢止めよう！辺野古埋立て｣国会包囲実行委員会 

◆ 3月19日(土)14時～ 3.19国会議員会館前行動 総がかり行動/全国市民アクション 

 

全労連公務部会の秋山正臣事務局長は、午前中におこなわれた衆議院内閣委員会で

国家公務員の一時金を削減する給与法案が賛成多数で可決されたことを報告。昨年 8

月の人事院勧告による一時金引き下げへの反対の声に耳を貸さず、労働基本権を奪っ

たままの給与削減につづき、退職金についても重要な局面を迎えているとし、「法の

原則は不利益遡及しないことだ。すでに支払われた金額を返せということに道理はあ

るのか」と指摘。「消費税引き下げ、賃金の大幅引き上げを求め、この春闘も官民一

体となって奮闘する」と決意を述べました。 

全商連の中山眞常任理事は、民商･全商連は『平和でこそ商売繁盛』が信条だと

し、「憲法 9 条を持つ日本は、平和外交と紛争を戦争へと拡大させない日常的行動こ

そ強めるべきだ」と強調。「いま税金や社会保障費などの負担率は 46％を超え、国

の借金を含めた潜在的国民負担率は 56.9％。1970 年当時の 2 倍を超え、重い年

貢によって一揆が増えた江戸時代と負担率は変わらない」と指摘。インボイス制度も

国民負担をさらに増やすものだとし、いまこそ「納税者一揆」として 3･13 重税反

対全国統一行動を成功させ、参院選で審判をくだすために奮闘する」と述べました。 

 

 

◆  12:15～13:00    ◆衆議院第 2 議員会館前     ◆隔週の水曜 

◆ 3 月 23 日、4 月６日、4 月 20 日、5 月 11 日は中止 5 月 25 日、6 月 8 日     

今後の状況により、変更がある場合はお知らせします。 

 

 

国民大運動実行委員会の渡辺正道事務局長は、ロシア軍の即時撤退とともにウクラ

イナ国民への人道支援も重要だとした上で、「ウクライナ問題を利用しての核共有や非

核三原則の見直し、改憲の動きなどに反対の声を上げていくことが重要だ」と強調。物

価上昇で生活守る春闘、消費税 5％減税、インボイス制度中止とともに、「東日本大震

災から 11 年。国と東電が被災地の復興に最後まで責任を果たすことを求め、強行しか

ねない汚染水の海洋放出に反対していく」と訴え、今後の行動をよびかけました。 


